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お知らせ

次のとおり総合評価方式による特定建設工事共同企業体（以下「共同企

業体」という。）の公募型指名競争入札を執行するので、下記により参加

希望者を公募する。

令和４年４月１日

地方独立行政法人市立秋田総合病院

理事長 伊 藤 誠 司

１ 入札に付する事項

(1) 本工事は、価格および価格以外の技術的な要素等を総合的に評価し、

予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした者（以下「評価

対象入札者」という。）のうち、最も評価の高い者を落札者として決

定する総合評価方式による指名競争入札である。

(2) 工 事 番 号 病建工 第１号

(3) 工 事 名 市立秋田総合病院旧病院解体および新病院屋外環

境整備等工事

(4) 工 事 場 所 秋田市川元松丘町39番、51番、57番、58番、61番、

66番1、68番1、68番2

(5) 工 事 概 要 旧病院を解体し、その跡地に平面駐車場やロー

タリー等の屋外環境整備を行うとともに、仮設利

用していた川元松丘街区公園の一部を復旧するも

のである。

(6) 工 事 期 限 令和６年７月31日（水）

(7) 予 定 価 格 1,100,000,000円（消費税および地方消費税を除く｡）

(8) 入札参加資格審査 令和４年４月14日（木）午後４時

申請書の締切日時

(9) 技 術 資 料 の 令和４年４月19日（火）午前９時から

提出期間 令和４年５月16日（月）午後４時までの土曜日、
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日曜日および祝日を除く毎日、午前９時から正午

までおよび午後１時から午後４時までとする。

(10) 入札書の締切 令和４年５月16日（月）午後４時

日時

(11) 開 札 日 時 令和４年５月19日（木）午後２時30分

(12) 開 札 場 所 秋田市川元松丘町４番30号

市立秋田総合病院 ２階 講堂

(13) 入 札 保 証 金 免除

(14) 契 約 予 定 日 令和４年５月26日（木）まで

(15) 入 札 方 法

ア 地方独立行政法人市立秋田総合病院会計規程、契約事務規程、地

方独立行政法人市立秋田総合病院病院改築事業に係る工事における

総合評価方式の実施および共同企業体の取扱いに関する要綱（以下

「要綱」という｡)、地方独立行政法人市立秋田総合病院公募型指名

競争入札実施要綱および入札心得を遵守の上、入札に参加すること。

イ 本案件は、低入札価格調査制度を採用している。

ウ 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の

100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときはその端数金額を切り捨てた額）を落札価格とするの

で、消費税及び地方消費税に係る課税・免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書

に記載すること。

エ 入札執行回数は、１回とする。公表した予定価格を超える金額の

入札は無効とする。

オ 入札に係る書類については、市立秋田総合病院のホームページか

ら入手し、提出すること。（様式集 No.５～９）

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

(1) 基本的な入札参加要件

ア 本工事の入札に参加しようとする他の共同企業体の構成員でない

こと。
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イ 要綱第22条に規定する資格を有すること。

ウ 秋田市低入札受注を繰り返す者に対する指名差し控え措置取扱要

領第３条の規定による指名差し控え措置を受けたことがないこと又

は指名差し控え措置を受け、既に差し控え期間を経過していること。

エ 地方独立行政法人市立秋田総合病院契約事務規定第７条の規定に

該当する者でないこと。

オ 建設業法による営業停止期間中でないこと。

カ 銀行取引停止等の事実があり、経営と信用が不健全であると認め

られる者でないこと。

キ 地方独立行政法人市立秋田総合病院反社会的勢力対応要綱第２条

の規定に該当する者ではないこと。

ク 租税に滞納がないこと。

(2) 共同企業体に関する事項

ア 共同企業体の結成は、(3)に定める共同企業体の構成員の資格を

満たす者３社による自主結成とする。

イ 各構成員の出資比率は、20パ－セント以上とする。ただし、共同

企業体の代表者の出資比率は構成員中最大であるものとする。

(3) 共同企業体の構成員に関する事項

ア 代表者要件

(ｱ) 公告日から落札決定日までの間において、秋田市の建築一式工

事Ａ級に等級格付けされていること。

(ｲ) 当該工種で経営事項審査の技術職員区分において１級に該当す

る技術者が３人以上いること。

(ｳ) 当該工種の総合点数が850点以上であること。

(ｴ) 建築工事業における特定建設業の許可を有すること。

(ｵ) 建築工事業の許可を有しての営業年数が６年以上であること。

(ｶ) 建築工事に係る資格を有する者を監理技術者又は主任技術者と

して本工事に専任で配置できること。

イ 代表者以外の構成員要件

(ｱ) 公告日から落札決定日までの間において、秋田市の建築一式工
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事Ａ級に等級格付けされていること。

(ｲ) 当該工種で経営事項審査の技術職員区分において１級に該当す

る技術者が３人以上いること。

(ｳ) 建築工事業における特定建設業の許可を有すること。

(ｴ) 建築工事業の許可を有しての営業年数が６年以上であること。

(ｵ) 建築工事に係る資格を有する者を監理技術者又は主任技術者と

して本工事に専任で配置できること。

３ 入札参加資格の申請に関する事項

(1) 入札に参加しようとする者は、令和４年４月14日（木）午後４時ま

でに、次に掲げる書類（以下「申請書等」という。）を提出し、入札

参加資格の審査を受けなければならない。なお、様式第７号および第

８号の注釈にある「入札に付する工事の工事概要と同種の工事」とは、

建築一式工事を含むものとする。

ア 特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書（様式第５号）

イ 特定建設工事共同企業体協定書（様式第６号）の写し

ウ 施工実績調書（共同企業体の構成員ごとに提出し、契約書の写し

および工事概要が客観的に分かる書類を添付のこと。（様式第７号）

エ 配置予定技術者調書（共同企業体の構成員ごとに作成し、それぞ

れ資格者証の写しを添付のこと。）（様式第８号）

オ 誓約書（様式第９号）

カ 建設工事業における特定建設業許可の許可証の写し（共同企業体

の構成員ごとに提出すること。）

キ 建築工事業の許可を有しての営業年数が６年以上であることが確

認できるもの。

(2) 申請書等の提出

申請書等は、市立秋田総合病院ホームページから入手し、持参する

ものとする。郵送又は電送によるものは受け付けない。

(3) 申請書等の受付

申請書等は、次のとおり受け付ける。

ア 受付期間 令和４年４月４日（月）から同月14日（木）までの土
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曜日および日曜日を除く毎日、午前９時から正午までお

よび午後１時から午後４時まで

イ 受付場所 秋田市川元松丘町４番30号

市立秋田総合病院 １階 新病院建設室

ウ 申請用紙 市立秋田総合病院のホームページから入手すること。

ホームページアドレス

http://akita-city-hospital.jp/outline/new-hospital/page-1917/page-6079/

４ 指名に関する事項

(1) 入札参加希望者のうち、入札参加資格を満たしている者に指名通知

するものとし、共同企業体の代表者あてに指名通知する。

(2) 提出された申請書等の審査の結果等により、指名されない場合があ

る。その者には選定結果通知によりその旨を通知する。

(3) 指名通知および選定結果通知については、令和４年４月19日（火）

に、電子メール(３の(1)により届出のあったe-mailアドレス)または

郵送で通知する。

５ 総合評価に関する事項

(1) 要綱に規定する評価方式および評価項目は、添付の「総合評価に関

する落札者決定基準」（以下「落札者決定基準」という。）による。

(2) 総合評価は、入札価格に基づく「価格評価点」と価格以外の評価項

目に係る「技術等評価点」を加算した総合評価点をもって行う。

総合評価点 ＝ 価格評価点 ＋ 技術等評価点

(3) 価格評価点は、次式により算定する。ただし、入札価格が調査基準

価格未満の場合には係数（０.５）を乗じ、入札価格の低下に応じた

低減措置を行う。

ア 入札価格≧調査基準価格

価格評価点＝価格評価点の配点×(１－入札価格／予定価格)

イ 入札価格＜調査基準価格

価格評価点＝価格評価点の配点×〔(１－調査基準価格／予定価格)

＋0.5×(調査基準価格－入札価格)／予定価格〕

ウ 価格評価点の配点=100－技術等評価点の配点（圧縮補正後）
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(4) 技術等評価点の配点、技術等評価点の計算式、技術等評価点に関す

る評価項目および基準配点は、落札者決定基準による。

(5) 技術資料の提出

指名された共同企業体は、総合評価に係る資料（以下「技術資料」

という。）を令和４年５月16日（月）午後４時までに、新病院建設室

へ提出するものとする。

なお、技術資料は、次により取り扱うものとする。

ア 様式は市立秋田総合病院ホームページから入手すること。

イ 技術資料の提出後における内容の変更は認めないものとする。

ウ 技術資料のうち、入札参加者の競争上の地位等正当な利益を害す

るおそれがある事項については、公表しないものとする。

(6) 技術資料の審査

技術資料の審査は、技術資料の記載事項の確認、評価項目および評

価基準との照合について行うものとし、原則として、当該評価対象入

札者には説明を求めない。ただし、理事長が必要と認める場合は、こ

の限りでない。

(7) 落札者の決定方法

ア 予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち、技術資料の審査後

の総合評価点が最も高いものを落札候補者とする。

イ アにおいて、総合評価点が同点のため落札候補者が２者以上であ

るときは、くじにより落札候補者を決定する。

ウ 次のいずれかに該当する場合を除き、総合評価点が最も高い落札

候補者を落札者として決定する。

(ｱ) 落札候補者の入札価格によっては契約の内容に適合した履行が

なされないおそれがあると認められるとき。

(ｲ) 落札候補者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ

ととなるおそれがあり、著しく不適当であると認められるとき。

エ ウ(ｱ)、(ｲ)のいずれかに該当する場合は、評価対象入札者のうち、

総合評価点が当該落札候補者の次に高い者（当該落札候補者がくじ

により決定された者である場合は当該くじの次順位者（次順位者が
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２者以上である場合は、イの方法により決定された者をいう。))を

落札候補者とし、ウの確認等を行うものとする。

オ 落札者が決定するまで、上記方法を順次繰り返すものとする。

カ 契約担当者は、ウにおいて落札候補者を落札者として決定しなか

った場合は、理由を明らかにした結果通知書を当該落札候補者に通

知するものとする。

キ カの通知を受けた者は、当該通知の日の翌日から起算して10日以

内に、理事長に対して書面により落札者として選定されなかった理

由の説明を求めることができる。

なお、落札候補者以外の評価対象入札者で落札者とならなかった

者についても、同様に書面により落札者として選定されなかった理

由の説明を求めることができる。

(8) 労働環境評価項目および地元経済貢献評価項目の履行の確保

落札者が提示した労働環境評価項目および地元経済貢献評価項目

（以下「履行義務項目」という。）については、すべて契約書にその

内容を記載し、その履行を確保するものとする。

履行義務項目が不履行となった場合は、理事長と落札者の間で責任

の所在について協議する。この場合において、落札者の責任により履

行がなされなかったときには、当該履行義務項目の履行が可能である

と認められるものにあっては当該履行義務項目を履行し、当該履行義

務項目の履行が困難または合理的でないと認められるものにあって

は、見直しの評価を行い、当初の技術評価点との差により違約金を徴

収する。違約金の計算式は以下のとおりとする。

違約金=契約金額×{1-(100+施工後の総合評価点)/(100+契約時の総合

評価点)}

６ 設計図書の貸与に関する事項

(1) 設計図書は、公告日時において、秋田市の指名停止期間中又は入札

参加資格停止期間中の者でなく、かつ、秋田市の建築一式工事Ａ級に

等級格付けされており、同一工種における特定建設業の許可を有する

者に貸与する。
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(2) 申込みをした者に設計図書の内容および数量公開の参考資料（公開

する数量は参考資料として公開するものであり、契約上の拘束を受け

ないものである。）を記録した媒体（ＤＶＤ－ＲＯＭ）を貸与する。

なお、貸与した設計図書は、市立秋田総合病院の承諾なく、本件入

札以外の目的で使用することを禁止する。

(3) 申込方法

設計図書の受け取り希望日の前日までに、「市立秋田総合病院旧病

院解体および新病院屋外環境整備等工事に係る設計図書等貸与申請

書」（市立秋田総合病院ホームページからダウンロードすること。以

下「貸与申請書」という。）のファイルに必要事項を記載し、新病院

建設室宛に電子メールにより送信して申し込むこと。なお、当該申込

時は貸与申請書の代表者印は不要とする。

(4) 事前申込期間

令和４年４月１日(金)から同年４月８日(金)までの土曜日および日

曜日を除く毎日、午前９時から午後５時まで

(5) 申込先

市立秋田総合病院 新病院建設室

e-mail： ro-hocp@city.akita.lg.jp

(6) 受取方法

受取希望日に、代表者印を押印した貸与申請書を新病院建設室に持

参し、設計図書等を記録した媒体を直接受け取ること。

(7) 受取場所

秋田市川元松丘町４番30号

市立秋田総合病院 １階 新病院建設室

(8) 返却方法

令和４年５月16日(月)までに新病院建設室に郵送又は持参するこ

と。

７ 余裕期間設定について

(1) 本工事は、建築工事の発注および施工時期の平準化、事前に建設資

材、労働者確保等の準備を行うことができる余裕期間を設定した工事
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である。

(2) 工期および余裕期間については、以下のとおり設定する。

全体工期 本契約締結の日から令和６年７月31日まで

余裕期間 本契約締結の日から令和４年７月31日まで

実 工 期 令和４年８月１日から令和６年７月31日まで

(3) 建築物解体工事特記仕様書の別紙１「余裕期間に係る特記事項」を

確認すること。

８ 支払い限度額について

(1) 本工事の各年度の出来高予定額、支払い限度額は以下のとおり予定

している。

令和４年度 請負代金の約30％の金額

令和５年度 請負代金の約60％の金額

令和６年度 請負代金の約10％の金額

９ その他

(1) 申請に係る費用は、すべて申請者の負担とする。

(2) 提出された申請書等は、返却しない。

(3) 総合評価方式に係る説明会は、開催しない。

(4) 開札にあたって、入札参加者は立ち会わなければならない。この場

合において、入札参加者が立ち会わないときは、当該入札事務に関係

のない職員を立ち会わせなければならない。

(5) 落札者は､配置予定技術者の資格・工事経歴に記載した技術者を本

工事に配置すること。

(6) 落札者が入札金額を適正に積算したことを確認するため、契約書の

提出時に記名押印した見積内訳明細書(設計書の内訳項目を全て満た

しているもの)を提出すること。

(7) 定めのない事項については、地方独立行政法人市立秋田総合病院会

計規程、地方独立行政法人市立秋田総合病院契約事務規程、要綱およ

び市立秋田総合病院改築事業に係る総合評価方式実施ガイドラインの

定めるところによる。

(8) 設計図書等に関する質疑は、市立秋田総合病院ホームページから質
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問書を入手し、電子メールにて提出すること。

ホームページアドレス

http://akita-city-hospital.jp/outline/new-hospital/page-1917/page-6079/

e-mail： ro-hocp@city.akita.lg.jp

ア 質問の提出期限 令和４年４月21日（木）正午まで

イ 質問の回答期限 令和４年４月25日（月）

(9) 受け付けた質疑に対しては、市立秋田総合病院ホームページへの掲

載をもって回答とする。

(10) 申請書等の提出に関する問合せ先

市立秋田総合病院新病院建設室

電話 ０１８－８２３－４１７１（代表）

　８５点

　　４点

　　２点

　　０点

基準配点

同一工種

該当年度

提出様式

自己評価申請書の提出様式（必須） 「技術資料」（共同企業体）の様式１－１

評価基準
市立秋田総合病院改築工事に係る総合評価方式実施ガイドライン(以下
ガイドラインという)による。(２-(1)-ア-①)

評　価　基　準

１ 企業の同一工種における工事成績評定点

「技術資料」（共同企業体）の様式２－１

令和２年度および令和３年度の工事成績評定点とする

技術等評価点（Ｄ）＝実績等評価分に係る獲得点数B1×９／２４
　　　　　　　　　　　＋ 労働環境評価項目に係る獲得点数B2＋地元貢献評価項目に係る獲得点数B3
　　　　　　　　　　　＋　技術提案等評価項目に係る獲得点数B4

　　　　　　　　　　　（※小数点以下第５位を四捨五入し、小数点第４位止め）

技術提案等評価項目（簡易な施工計画）の配点（Ｂ４）

評
価
点
の
配
点 地元貢献評価項目の配点（Ｂ３）

評
価
点
の
計
算
式

総合評価点（Ｐ）＝価格評価点（Ｃ）＋技術等評価点（Ｄ）総合評価点の計算式

実績等評価項目（工事成績評定等１３項目）の配点（Ｂ１）

B1：実績等評価項目中の、企業の信頼性・社会性に関する評価(6～13)は、9点を6点に圧縮補正

労働環境評価項目の配点（Ｂ２）

５点

（総合評価合計）１００点－（Ｂ）１５点

　※基準配点（ｂ1）２４点を９点に圧縮補正

実績等評価項目（Ｂ１）

　　　　　　　　　　　（※小数点以下第５位を四捨五入し、小数点第４位止め）

技術等評価点の計算式

価格評価点の計算式
価格評価点（Ｃ）＝（Ａ）８５点×（１－入札価格／予定価格）

総合評価に関する落札者決定基準

技術等評価点の配点
（Ｂ）

　１５点

（B1+B2+B3+B4）

評価方式

価格評価点の配点
（Ａ）

建築一式工事

○総合評価に関する事項 （ 病建工第　１　号　市立秋田総合病院旧病院解体および新病院屋外環境整備等工事 ）

簡易

　　９点
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基準配点

評価基準

同一工種

該当年度

規模条件

提出様式

基準配点

評価基準

同一工種

該当年度

規模条件

提出様式

基準配点

評価基準

提出様式

基準配点

評価基準

提出様式

基準配点

評価基準

該当年度

提出様式

基準配点

評価基準

提出様式

基準配点

評価基準

提出様式

基準配点

評価基準

提出様式

基準配点

評価基準

提出様式

基準配点

評価基準

提出様式

基準配点

評価基準

提出様式

基準配点

評価基準

提出様式

９

ガイドラインによる。(２－(1)－イ－⑦)

「技術資料」（共同企業体）の様式２－６

１１

１２
保護観察対象者等に対する就労支援等活動
状況

障がい者の雇用状況

１３ エイジフレンドリーパートナー登録状況

※  共同企業体を要件とする場合は、実績等評価項目のうち、「４」、「５」および「８」の項目については、代表者の取得状況を評価し、その他の項目
については、代表者および構成員の別を問わないものとする。

１点

「技術資料」（共同企業体）の様式２－６

ガイドラインによる(２－(1)－イ－⑧)

１０
秋田県が実施する男女共同参画職場づくり事
業における企業の加点対象者認定

１点

ガイドラインによる。(２－(1)－イ－⑤)

１点

「技術資料」（共同企業体）の様式２－６

次世代育成支援対策推進法等に基づく企業認
定

１点

ガイドラインによる。(２－(1)－イ－⑥)

「技術資料」（共同企業体）の様式２－６

８

企業の環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（ＩＳＯ１４００１）、環
境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（エコアクション21）又はあきた
環境優良事業所認定制度（ステップ２）の認証
取得

１点

ガイドラインによる。(２－(1)－イ－③)

「技術資料」（共同企業体）の様式２－４

１点

ガイドラインによる。(２－(1)－イ－④)

ガイドラインによる。(２－(1)－イ－①)

災害時の活動実績については
平成２９年度から令和３年度までの５年間とする

「技術資料」（共同企業体）の様式２－５

ガイドラインによる。(２－(1)－イ－②)

１点

「技術資料」（共同企業体）の様式２－６

７ 秋田市消防団協力事業所の認定

「技術資料」（共同企業体）の様式２－６

企業の品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（ＩＳＯ９００１）の認証
取得

実績等評価項目（Ｂ１） 評　価　基　準

５
企業の労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ
（ISO45001）又は建設業労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝ
ﾄｼｽﾃﾑ（COHSMS：コスモス）の認証取得

「技術資料」（共同企業体）の様式２－４

２点

２ 企業の同一工種、同規模以上工事の施工実績

５点

平成２９年度から令和３年度までの５年間とする

建築一式工事

６
企業の災害時対応に係る社会的貢献の活動実
績又は秋田市との災害発生時の復旧等活動に
関する協定締結状況

１点

「技術資料」（共同企業体）の様式２－４

「技術資料」（共同企業体）の様式２－３

建築一式工事

ガイドラインによる。(２－(1)－ア－⑤)

３
配置予定技術者の同一工種、同規模以上工事
の施工実績

４

「技術資料」（共同企業体）の様式２－２

契約金額850,000千円以上（税込）

５点

ガイドラインによる。(２－(1)－ア－④)

契約金額850,000千円以上（税込）

ガイドラインによる。(２－(1)－ア－②)

２点

平成２９年度から令和３年度までの５年間とする

ガイドラインによる。(２－(1)－ア－③)
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基準配点

評価基準

提出様式

履行義務

基準配点

評価基準

提出様式

履行義務

基準配点

評価基準

提出様式

履行義務

０点基準配点簡易な施工計画

技術提案等評価項目（施工計画評価項目）（Ｂ４） 評　価　基　準

ガイドラインによる。(４－(1)-②)

　有

地元貢献評価項目（Ｂ３） 評　価　基　準

２
資機材の調達先（すべて秋田市内に本社、本
店を有している者又は所在地が秋田市内の営
業所等）

履行がなされな
かった場合の違
約金

１

下請負の発注先
　・　土木工事等（発注先がすべて秋田市内に
本社又は本店を有している者）

　・　建築工事等（発注先がすべて秋田市内に
本社、本店を有している者又は所在地が 秋田
市内の営業所等）

１点

ガイドラインによる。(４－(1)－①)

「技術資料」（共同企業体）の様式２－７

　有

履行がなされな
かった場合の違
約金

ガイドライン　７－(3) 違約金の算出式による。

「技術資料」（共同企業体）の様式２－７

労働環境評価項目（Ｂ２） 評　価　基　準

１ 労働環境評価台帳による作業報酬額を評価

４点

ガイドラインによる。(３-(2))

「技術資料」（共同企業体）の様式２－７および様式２－８

ガイドライン７－(3) 違約金の算出式による。

１点

　有

履行がなされな
かった場合の違

約金

ガイドライン　７－(3) 違約金の算出式による。


